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市からの連絡帳

夏の電力不足に向けて、今後も引き続き、節電にご協力をお願いします。

◆市民税課 　田 （札０４２－４６０－９８２７・９８２８）煙市税のご案内煙
年金等の支払先から支払報告書等の提出があった
方　③上記①と②に該当する方の扶養親族として申
告書等に氏名の記載のある市内在住の方です。
　上記①～③に該当しない方は、申告を受け付け
てから、証明書の発行までに１か月ほどの期間が
かかる場合がありますので、お早めに申告してく
ださい。市民税・都民税の申告は、市民税課（田
無庁舎４階）で受け付けております。（郵送も可）
興コンビニエンスストアなどで納付できるように
なりました
　今回送付する納税通知書（口座振替の方を除く）
に同封する納付書は、コンビニエンスストアなど
でもご利用できます。詳しい納付場所やその他の
支払方法については、納税通知書の６ページをご
覧ください。
※コンビニエンスストアで納付が可能な納付書
は、納付書１枚当たりの税額が３０万円以下のもの
になります。
興納税通知書の様式が変わりました
　これまで納付書は納税通知書と一緒にとじ送付
していましたが、コンビニエンスストアなどでの
取り扱いを可能にするため、今回から１枚１枚に
分かれた形で送付します。納税通知書とは分かれ
た状態で同封されますので、保管にはお気を付け
ください。納付される際には期別をお間違えのな
いよう、納付書に記載してある納期限を確認し
て、納付してください。

興平成２３年度非課税となる方
①平成２３年１月１日現在、生活保護法による生活
扶助を受けている
方
②平成２２年分の合
計所得金額が１２５
万円以下の障害
者、寡婦、寡夫、
未成年者（平成３
年１月３日以降生
まれ）の方
③平成２２年分の合
計所得金額が別表以下の方
興市民税・都民税の課税・非課税証明書の発行
　平成２３年度の証明書の発行は、６月３日晶から
です。
※市民税・都民税の納付方法がすべて給与からの
特別徴収（引き落とし）の方は、５月１３日晶から
発行しています。
□交付窓口　市民税課（田無庁舎４階）、市民課保
谷庁舎総合窓口係（保谷庁舎１階）、ひばりヶ丘駅
前出張所、柳橋出張所
　証明書を発行できる方は、①市民税・都民税申告
書または確定申告書を提出された方　②給与や公的

　平成２３年度の市民税・都民税納税通知書を送付
します。昨年度に引き続き、前年中に公的年金等
を受給されていた方で、４月１日において６５歳以
上（昭和２１年４月２日以前生まれ）の方は、公的
年金等から市民税・都民税の特別徴収（引き落と
し）が行われます。詳しくは下記「公的年金等か
らの市民税・都民税の特別徴収（引き落とし）に
ついて」をご覧ください。
　このことに伴い、６５歳未満の方と、６５歳以上の
方への納税通知書の送付日が異なりますのでご注
意ください。
興納税通知書の送付日
◎６５歳未満の方…６月３日晶
◎６５歳以上の方…６月１０日晶
　ただし、次の方には送付しません。
①市民税・都民税が非課税の方
②６５歳未満の方で、市民税・都民税をすべて給与
からの特別徴収（引き落とし）で納めている方
※公的年金等を支給されている６５歳未満の方は、
平成２２年度の税制改正により、公的年金等から算
出される市民税・都民税と給与から算出される市
民税・都民税とを合算して、給与から特別徴収す
ることができるようになっています。

市民税・都民税（住民税）の納税通知書を送付しま市民税・都民税（住民税）の納税通知書を送付しますす

　平成２１年度より公的年金等受給者の納税の便宜を図る
観点から、６５歳以上（４月１日現在）の方を対象に、公
的年金等から市民税・都民税の特別徴収（引き落とし）
が開始されています。（以下「年金特徴」といいます。）
平成２３年度も引き続き市民税・都民税の年金特徴が行わ
れます。
　年金特徴の対象となる方には、６月１０日晶に発送する
納税通知書でお知らせします。
　年金特徴により納付していただく税額は、公的年金等
に係る所得から算出される税額に限られます。公的年金
等の所得以外の所得（給与、事業、不動産な

ど）から算出
される税額については、給与からの特別徴収または納税
者本人に納付していただく普通徴収になります。

■前年度から引き続き年金特徴となる方（図１参照）
　前年度から引き続き年金特徴が継続されている方は、
平成２３年度は公的年金等に係る所得から算出される税額
のすべてが年金の定期支給時に徴収されます。平成２３年
４月、６月、８月の各年金支給時には平成２２年度１２月お
よび２月徴収額と同額が年金特徴されます（仮特別徴
収）。そして、平成２３年１０月、１２月、平成２４年２月の各年
金支給時には、年税額から仮特別徴収される税額を引い
た残額が年金特徴されます。

■平成２３年１０月から年金特徴が開始される方
（図２参照）
　次の①または②に該当される方は、平成２３年度につい
て年金特徴となる場合、普通徴収で納付していただく分
と、各年金定期支給時に年金特徴される分があります。
①昭和２０年４月３日～昭和２１年４月２日生まれの方
②昭和２０年４月２日以前生まれで、平成２２年度に年金特
徴が中止になった方
　公的年金等に係る所得から算出される年税額のうち、
２分の１相当額を普通徴収（第１期、第２期の２回）で
納付していただき、残りを平成２３年１０月、１２月、平成２４
年２月に支給される公的年金等から特別徴収により納付
していただきます。

■６５歳未満で給与所得がある方は給与から引き
落としに切替ができます
　６５歳未満の給与特徴者の方で、公的年金等から算出さ
れる税額の納付方法が普通徴収になっている方は、勤務
先から申請をいただければ給与特徴に切り替えすること
ができます。この場合、年税額のすべてが給与特徴にな
ります。

平平成成２２３３年度 市民税・都民税の公的年金等からの特別徴収（引き落とし）につい年度　市民税・都民税の公的年金等からの特別徴収（引き落とし）についてて
～年金受給者で、市民税・都民税が課税される方へ～
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市民税・都民税非課税限度額
合計所得金額扶養人数※
　３５万０人（本人のみ）
　９１万１人
１２６万２人
１６１万３人
１９６万４人

１人増すごとに
３５万加算５人以上

※扶養人数とは、控除対象配偶者
と扶養親族を合計した人数です。


